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〔事実の概要〕
　韓国の映像ソフト製造業者である原告 X（CRABTE）は、平成19年 6 月
7 日、韓国のテレビ番組制作会社 A（MBC プロダクション）との間で、韓
国の俳優（韓流スター）が出演したトーク番組「パク・サンウォンの美しい
TV 顔」と題するテレビ番組を利用した DVD 映像（本件映像）を製作、販
売する契約を締結した（本件プログラム利用契約）。この契約により、X
は、A より当該 DVD 映像に関し、日本国内における頒布について独占的許
諾を得た。これにもとづき、X は本件映像およびそれを収録した本件商品
（DVD 商品）を製作した。さらに、X は、日本法人 B（JCI）との間で、平
成19年 9 月 6 日、本件商品を 1 枚1480円、最低購入保証額5920万円（ 4 万
枚）で販売する旨の販売契約を締結した（本件販売契約）。この契約により、
X は、B に対し、日本国内において本件商品を独占的に頒布すること、およ
び B が被告 Y に対して独占的頒布の再許諾をすることを許諾した。映像・
音楽ソフトの制作、販売業者である被告 Y（ポニーキャニオン）は、XB 間
の本件販売契約に先立ち、平成19年 8 月31日、B との間で、本件商品の頒布
契約を締結した（本件頒布契約）。この契約により、Y は、本件商品の日本
国内における頒布について独占的許諾を得た。











したため、本件映像の著作権を有すると主張する X は、Y に対し、頒布権
（著作権法26条 1 項）にもとづき本件商品の販売、頒布の差止め（著作権法
112条 1 項）および損害賠償（民法709条、著作権法114条 2 項、 3 項）等を
請求した。
　X は、X から B に対する解除の意思表示をした日（平成20年 4 月17日）
に解除の効果が発生し、Y は本件商品を販売する権限を遡及的に失い、解
除の前後を問わず、Y による本件商品の頒布行為は X の著作権を侵害する、
また、本件商品が B、Y に譲渡されただけでは当然に公衆が購入することに
はならないので、X の頒布権の消尽を認めないとしても取引の安全ないし
市場の円滑な流通確保を害することはないし、B の債務不履行により X か
ら B に対して適法な譲渡がされたとはいえない、さらに、B は実質的に Y
の窓口としての役割を果たしていたにすぎず、Y は B と別個の新たな権利
関係を取得した者とはいえず、民法545条 1 項ただし書の「第三者」には当
たらないなどと主張した。
　これに対し、Y は、X の頒布権は、X から B に対する本件商品の譲渡に
より消尽している、Y は、解除前に、本件販売契約の目的物である本件商
品について B と本件頒布契約を締結し、本件商品の引渡しを受けているか
ら、民法545条 1 項ただし書の「第三者」に当たり、X は本件解除により Y
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が製造し独占的に日本国内に輸入し、Y に対して独占的に供給し、Y が Y
の頒布ルートを通して日本国内において独占的に頒布することとされていた
こと…、専属的合意管轄裁判所として東京簡易裁判所又は東京地方裁判所が
指定されていること…、本件販売契約当時既に締結され、X 及び B もその
内容を認識していたと認められる本件頒布契約においては、準拠法として
「日本国著作権法並びにその他の日本法」が明示されていること…などを総















































　Y は、解除前に B から頒布許諾を受けていたものではあるが、X から B
に対する頒布許諾と、B から Y に対する頒布許諾とは別個の債権的な法律
関係であるから、Y が解除された本件販売契約の目的物につき新たな権利
関係を取得した者ということはできず、また Y の権利は対抗力を備えたも
のでもないから、いずれにせよ Y が民法545条 1 項ただし書にいう「第三
者」として保護される余地はない。…















ける B の債務不履行により契約が解除されたにもかかわらず、B から譲渡














































　Y に対する X の差止請求および損害賠償請求の根拠となる著作権の帰属
について、本判決は、本件映像がベルヌ条約同盟国である韓国国民の著作物



























































WIPO 著作権条約 6 条の規定を受けて、平成11年（1999年）の著作権法改正
により創設された権利である。映画の著作物以外の著作物の譲渡について排
他的権利を認める一方で（著作権法26条の 2 第 1 項）、著作物の円滑な流通
を確保する観点から、権利の消尽に関する規定が置かれている（著作権法26









（ 3 ）本件における原告 X の頒布権の消尽について
　本判決は、中古ゲームソフト事件の最高裁判決を引用して、映画の著作物
の複製物の頒布権の消尽に関する理解を前提としながらも、「本件において、















































り、X から B への頒布許諾は無効となった。X は、本件販売契約において、













































本件著作権契約に準用して、「X から B に対する頒布許諾と、B から Y に対
する頒布許諾とは別個の債権的な法律関係であるから、Y が解除された本
件販売契約の目的物につき新たな権利関係を取得した者ということはでき

















　本件の場合、X は、B との本件販売契約において、B が本件商品を Y に
独占的に頒布することについて許諾をしていたのであるから、著作権者保護




（ 1 ）B は、本件商品を5920万円分（ 4 万枚分）購入し、平成19年 9 月21日、X
に1,184万円を支払った。その後 X と B は、本件商品の発注枚数を 3 万 7 千枚
（5,476万円）に変更することに合意し、X は本件商品 3 万 7 千枚を B に納品し
たが、B は、本件商品に不良品があると主張し、平成20年 1 月末までに支払う
べき残代金（当初の契約では4,736万円）を支払わなかった。









（ 6 ）半導体集積回路の回路配置に関する法律12条 3 項、種苗法21条 4 項および
著作権法26条の 2 第 2 項（譲渡権、平成11年（1999年））。





























年 7 月 1 日知的裁集26巻 2 号510頁）。
























（10）東京地判平成11年 5 月27日（判時1679号 3 頁）は、著作権法が想定してい
る映画の著作物は劇場用映画であり、ゲームソフトは、そもそも著作権法にい
う「映画の著作物」にはあたらないとしたが、その控訴審である東京高判平成























布権に関する著作権法全体の構成からは、X は、解除によって B、Y に対する
頒布許諾を遡って失効させることはできず、Y の複製物の頒布が民法上適法
であれば、「消尽」を論ずるまでもなく、X は Y の行為について解除前後を問
わず頒布権を行使できないものと解すべきです。」とする見解がある（岡邦俊
「続・著作権の事件簿（178）」JCA ジャーナル60巻12号82頁（2013年））。
（13）内田貴『民法Ⅱ 債権各論（第 3 版）』（東京大学出版会、2012年）108頁。
（14）知財高判平成18年 8 月31日〔システム K 事件〕判時2022号144頁。
（15）民法545条 1 項ただし書における「第三者」の例として、不動産賃貸借に関
する判例が挙げられる（判例時報コメント・判時2175号99頁）。賃貸借契約の
合意解除は適法な転借人に対抗できないが（最判昭和38年 2 月21日民集17巻 1
号219頁）、債務不履行解除の場合には、適法な転借人にも対抗できる（最判昭
和36年12月21日民集15巻12号3243頁）。その場合、転借人は民法545条 1 項ただ
し書における「第三者」として保護されない。
（16）これについて、「所有権と知的財産権とが別個に規律される以上、やむを得
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ないことである（例えば、違法複製物を購入ないし即時取得した場合にも同じ
状態は生じる。）。」とする見解がある（判例時報コメント・判時2175号99頁）。
